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第1章  市立奈良病院 倫理規程 

 

Ｉ 医療倫理の原則 

  基本的人権､患者の権利､医の倫理､職業倫理に基づき､医療者は患者にとって最も望まし

い医療行為を遂行することを原則とする。そのための医の倫理綱領を以下に定める。 

医の倫理綱領 

   医学および医療は､病める人の治療はもとより､人びとの健康の維持や増進を図るもの

で､医療者は、人類愛を基に奉仕の精神を持たねばならない。 

1.医療者は生涯学習を通じて、絶えず医学の知識・技術の習得に努め、その進歩・発展            

に尽くす。 

2.医療者は本職の尊厳と責任を自覚し、教養を深め、人格を高めるように心掛ける。医       

療者は医療を受ける人びとの人格を尊重し、やさしい心で接するとともに、医療内容

についてよく説明し、信頼を得るように努める。 

3.医療者は互いに尊敬し、医療関係者はお互いに協力して医療に尽くす。 

4.医療者は医療の公共性を重んじ、法規範の尊守および法秩序の形成に努める。 

5.医療者は医業を営利目的としない。 

 

Ⅱ 医療倫理に沿った代表的行動指針 

 当院の職員は医療を受ける人々の尊厳と権利を尊重し､本指針に基づいて質の高い医療

の提供に努める。 

 

1.患者権利の尊重 

 1)医療者は､治療によって生じる負担と利益を患者に明確に説明する。 

 2)患者には､治療の危険性や副作用が長期生存の可能性や症状の改善に見合うか否かを

自ら決定し､望まない治療を拒否する権利が保障されている。 

 3)医療者は､判断能力のある患者の意思が､たとえ家族等の希望や医師の勧めに反してい

ても､それを尊重する。 

 4)患者の意思決定能力が病気や薬剤によって損なわれている場合には､医療者は､家族

等･代理判断者との緊密な話し合いにより治療方針を決定する。 

 5)有効性より危険性の方が高い可能性のある治療を患者が希望する場合には､医療者は

患者が要求する治療の有効性と負担を再評価する。 

 

2.真実の告知 

1)医師は､患者が自己決定できるように診断･治療や予後についての正確な情報を提供す

る。 

2)医師は､がん患者に対して､患者や家族等の特殊な事情を除き､原則として正確な病名を

告げる。 

3)医師は､患者が理解･納得するまで説明し､意思決定を促す。 

 

3.守秘義務 

1)医療者は､診療の過程で得られた患者･家族等の健康･家族関係に関する患者情報の高い

秘密性を認識し､特にがん､精神病等の情報が漏れることによる被害から患者を守る義

務がある。 

 2)医療者が守秘義務を免れることができる場合については､個人情報保護法令等の規程

を遵守する。 
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4.約束の遵守 

 1)医療者は､患者･家族等との約束を厳重に守り､専門職として患者･家族等との信頼関係

の構築に努める。 

2)患者との約束を守ることが他の倫理原則に抵触する場合には､医療者が約束を遂行し

ないことも正当化される場合もあるが、自己の裁量を超える重要事項については､患

者側と約束しない。 

 

5.患者利益の優先 

 1)医療者は､患者に優しい心で接するとともに､医療行為の内容について理解を得るよう

充分に説明し､患者利益のために積極的な行動をとる。 

2)患者にとって最善であるとの医師の判断と患者の自己決定が対立する場合には､医療者

は患者の意向を良く聞き､最善の治療に応じるよう説得を試みる｡患者との合意が得ら

れなければ､患者の自己決定が優先される。 

3)患者が意思決定能力を欠く場合には､医療者は患者の利益を守る立場で､家族等･代理判

断者と相談し､治療方針を決定する。 

 

6.医療資源の公平配分 

1)医療者は､患者に対応すべき時間やｯ手配等の医療資源の割り振りにおいて複数の 

 患者間で競合する場合には､医学･医療上の必要性を最優先させて､これら限られた時間

と資源を患者に公平に提供する。 

2)患者の得失に関連しえる臨床治験における倫理的配慮に関しては｢治験審査委員会標準

業務手順書｣を､臓器移植における倫理的配慮に関しては｢脳死判定･臓器移植マニュア

ル｣を参照する。 

 

Ⅲインフォームド･コンセント 

 

1.インフォームド･コンセント(informed consent）とは 

 患者が良質な医療を受けるためには､患者の自律的な意思に基づく同意が不可欠であ

る。そのためには､医療者から十分な説明を聞き､患者が納得･同意して自分の治療法を

選択することが重要である｡医療者は､患者･家族との信頼関係を崩さないよう努め､告

知及びインフォームド･コンセントが患者の自己決定権、自律の原則を守るための行為

であることを念頭に実践しなくてはならない｡医師は､患者の尊厳を守るために真実告

知のあり方及び告知の方法を考慮したうえで､患者･家族の権利･心情を配慮したインフ

ォームド･コンセントになるように働きかける必要がある。 

1)実行  

(1)患者･家族にとっての告知の意味を理解し､告知やインフォームド･コンセントが影響

する心理的側面に配慮する。 

 (2)医師は､患者･家族に対して検査･治療･処置の目的､内容､性質､また実施した場合およ

びしない場合の危険･利害得失､代替処置の有無などを十分に説明し､患者がそれを理

解したうえでする同意を得ることが重要である｡また､医療者は患者･家族が主体的

に､医療行為について意思決定ができるよう丁寧に対応する。 

(3)医療者は､告知やインフォームド･コンセント後､患者･家族が納得のできる選択であ

っ たかどうかを確認し､選択したことを受け入れることができているか留意する｡ま

た､受け入れることができていない場合は､再度説明の場を設けるなど努力する。 

(4)患者に判断能力がない場合の説明と同意に関しては､｢リスボン宣言｣の｢4意識喪失

者｣ ｢5法的無能力者｣の内容を遵守するよう努める。 

2)医療チームで検討が必要と判断し､倫理的に慎重な対応が求められる以下のような 

場合にいては､倫理委員会への相談を推奨する。 
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(1)告知をすることで患者に害を与えることが強く予想される場合 

(2)病名を知らせないでほしいなど患者本人が前もって意思表示していた場合 

(3)軽度の認知症や精神疾患等で判断力が疑わしい場合 

(4)家族が強く反対した場合､など 

 

Ⅳ 患者の権利と責務 

  医療とは患者と医師をはじめとする医療提供者とが相互の信頼関係に基づき､協働し

てつくり上げていくものであり、｢みんなでやさしい明るい医療｣の提供を目指す当院

の理念の下､患者の立場に立った良質で安全な医療を提供するため､患者の基本的な権

利と責務をここに定める。 

 

1.患者の権利 

1)個人として尊重され､良質な医療を公平に受ける権利 

 患者はだれでも､治療や検査などに当たり､社会生活を営む一人の人間として尊重さ

れ、一切の差別を受けることなく､適切な医学水準に基づいた安全かつ適切な医療を公

平に受ける権利がある。 

2)十分な説明と情報提供を受ける権利 

 患者はだれでも､検査や治療の必要性､危険性､他の治療方法の有無などについて､理解

しやすい言葉や方法で納得できるまで十分な説明と情報の提供を受ける権利がある。 

3)自らの意思で選択･決定する権利 

 患者はだれでも、自分の意思で受ける検査や治療方法を選定し､または望まない医療を

拒否する権利がある｡そのため、自らの診療情報の開示や他院を含め他の医師の意見

(セカンドオピニオン)を求める権利がある。 

4)個人情報やプライバシーを保護される権利 

 患者はだれでも､診療過程で得られた自らの個人情報とプライバシーを守られる権利が

ある。 

5)新しい薬の臨床試験や研究途上にある治療について､これを受け､またいつでも拒否で

きる権利 

 当院で実施している新しい薬の臨床試験や新しい治療法の研究開発については､その目

的､危険性などに関して十分な情報提供を受け､患者自らの自由な意思に基づいてこれ

を受け､またいつでも拒否することができる。 

 

2.患者の責務 

 1)正確な情報を提供するとともに､疾病や医療を十分理解する責務 

  患者には､医療提供者が的確な判断を行えるよう、自らの健康に関する情報をできる

限り正確に医療提供者に伝える責務がある｡また､納得できるまで質問をするなどして

自らの疾病や医療について十分理解する責務がある。 

 2)医療に積極的に取り組む責務 

  患者には､検査や治療について納得し合意した方針に意欲を持って取り組む責務があ

る。 

 3)快適な医療環境づくりに協力する責務 

  患者には､他のすべての患者が快適な環境で医療が受けられるよう､病院の規則や病院

職員の指示を守る責務がある。 

 4)社会的ルールを守る責務 

患者には､社会的なルールを遵守し､他の患者のプライバシーや権利を尊重し､また､医

療費を適正に支払う義務がある。 
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Ｖ生命維持治療の中止•不開始に関する指針(ANDガイドライン)  

 

目的 

厚労省は 2018 年 3 月に「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関 

するガイドライン」（13）を定めた。そこでは「医師等の医療従事者から適切な情報の 

提供と説明がなされ、それに基づいて医療・ケアを受ける患者が多専門職種の 

医療・介護従事者から構成される医療・ケアチームと十分な話し合いを行い、 

患者による意思決定を基本としたうえで、人生の最終段階における医療・ケアを 

進めることが最も重要な原則である。」とされている。 

この原則を踏まえて、当院は、上記医療・ケアについて適切な意思決定を 

支援するための指針として、以下のとおり定める。 

 

1．生命維持治療の中止•不開始の倫理的位置づけ 

（１）医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて 

医療・ケアを受ける患者が多専門職種の医療・介護従事者から構成される医療 

・ケアチームと十分な話し合いを行い、患者による意思決定を基本とした 

うえで、人生の最終段階における医療・ケアを進めることが最も重要な原則で 

ある。 

    また、患者の意思は変化しうるものであることを踏まえ、患者が自らの意思 

をその都度示し、伝えられるような支援が医療・ケアチームにより行われ、 

患者との話し合いが繰り返し行われること（アドバンス・ケア・プランニング 

：ACP）が重要である。 

    さらに、患者が自らの意思を伝えられない状態になる可能性があることから 

家族等の信頼できる者も含めて、患者との話し合いが繰り返し行われることが 

重要である。この話し合いに先立ち、患者は特定の家族等を自らの意思を推定 

する者として前もって定めておくことも重要である。 

 

（２）人生の最終段階における医療・ケアについて、医療・ケア行為の開始・不開始、 

医療・ケア内容の変更、医療・ケア行為の中止等は、医療・ケアチームに 

よって、医学的妥当性と適切性を基に慎重に判断すべきである。 

 

（３）医療・ケアチームにより、可能な限り疼痛やその他の不快な症状を十分に 

緩和し、患者・家族等の精神的・社会的な援助も含めた総合的な医療・ケアを 

行うことが必要である。 

 

（４）生命を短縮させる意図をもつ積極的安楽死は行わない。 

（５）人生の最終段階（終末期）の定義 
当院では、以下の 3つの条件を満たす場合を人生の最終段階（終末期）とする。 
①複数の医師が客観的な情報を基に、治療により病気の回復が期待できないと 

判断すること。 
②患者が意識や判断力を失った場合を除き、患者・家族・医師・看護師等の 

関係者が納得すること。 
③患者・家族・医師・看護師等の関係者が死を予測し対応を考えること。 
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２．医療・ケアチーム、患者、家族の間のコンセンサスに向けての体制 

人生の最終段階における医療・ケアの方針の決定にあたって、医療・ケアチーム、 
患者、家族の間のコンセンサスについては、次の手続によるものとする。 

  
（１）患者の意思の確認ができる場合  

① 方針の決定は、患者の状態に応じた専門的な医学的検討を経て、医師等 
の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされることが必要である。 
そのうえで、患者と医療・ケアチームとの合意形成に向けた十分な 
話し合い（ACP）を踏まえた患者による意思決定を基本とし、多専門職種 
から構成される医療・ケアチームとして方針の決定を行う。  

② 時間の経過、心身の状態の変化、医学的評価の変更等に応じて患者の 
意思が変化しうるものであることから、医療・ケアチームにより、適切な 
情報の提供と説明がなされ、患者が自らの意思をその都度示し、 
伝えることができるような支援が行われることが必要である。 
この際、患者が自らの意思を伝えられない状態になる可能性があること 
から、家族等も含めて話し合いが繰り返し行われることも必要である。  

③ このプロセスにおいて話し合った内容は、その都度、文書にまとめておく 
ものとする。  

 
（２）患者の意思の確認ができない場合  

患者の意思確認ができない場合には、次のような手順により、 
医療・ケアチームの中で慎重な判断を行う必要がある。  

① 家族等が患者の意思を推定できる場合には、その推定意思を尊重し、 
患者にとっての最善の方針をとることを基本とする。  

② 家族等が患者の意思を推定できない場合には、患者にとって何が最善である 
かについて、患者に代わる者として家族等と十分に話し合い、患者にとって 
の最善の方針をとることを基本とする。時間の経過、心身の状態の変化、 
医学的評価の変更等に応じて、このプロセスを繰り返し行う。  

③ 家族等がいない場合及び家族等が判断を医療・ケアチームに委ねる場合には 
患者にとっての最善の方針をとることを基本とする。  

④ このプロセスにおいて話し合った内容は、その都度、文書にまとめておくも 
のとする。  

 
（３）複数の専門家からなる倫理委員会の関与 

上記（１）及び（２）の場合において、方針の決定に際し、 
・医療・ケアチームの中で心身の状態等により医療・ケアの内容の決定が 
困難な場合 

・患者と医療・ケアチームとの話し合いの中で、妥当で適切な医療・ケアの 
内容についての合意が得られない場合  

・家族等の中で意見がまとまらない場合や、医療・ケアチームとの話し合いの 
中で、妥当で適切な医療・ケアの内容についての合意が得られない場合 

 
以上については、倫理委員会において、方針等についての検討及び助言を行うものと
する。 
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Ⅵ 意思決定能力のある患者の治療拒否  

 1.患者の自己決定権を尊重する。 

  患者の治療拒否を尊重し､強要は認められない。 

 2.患者が拒否できる治療の範囲 

 1)手術､人工呼吸療法､血液透析療法､抗生物質､心肺蘇生術､胃管による栄養補給など 

   が対象となる。 

 2)患者に判断力があれば､治療拒否によって寿命を縮める結果をもたらす可能性があって

も、患者には治療を拒否する権利がある。 

 3.輸血の拒否 

 1)｢エホバの証人｣等の信仰上の理由から輸血を拒否する患者で､輸血による救命を図る医

療行為が問題になっているが､これら患者の輸血拒否は原則として尊重される。輸血を

必要とする治療が行なわれる可能性がある場合は､診療内容および治療方法の説明を行

い輸血の必要性､輸血のﾒﾘｯﾄ､ﾒﾘｯﾄについて説明する｡その上で､信仰上の理由を元に輸血

を拒否される場合は､治療を行わず転院を勧める｡[絶対的無輸血の拒否］ 

 2)当院は｢無輸血を希望した場合でも､緊急に輸血をしなければ生命の維持が困難な場合は

輸血を行う｣方針とする｡[相対的無輸血］ 

   全ての手術や出血する可能性のある検査および治療では輸血の可能性があり､輸血なし

では生命維持が困難になった場合は輸血を行うことを伝え､輸血同意書にサインをもら

う｡また､輸血が予想されない治療であっても､｢救命のために､必要であると判断される

状況においては同意書が得られない場合であっても輸血を行う｣ことを伝え､説明同意書

を作成する。 

 3)具体的な対応については､個別の状況により異なりえるので､｢市立奈良病院 輸血マニュ

アル｣の「Ⅹ 輸血拒否患者（エホバの証人等）に係る治療対応マニュアル」の章を参照

する｡なお､本規程は､医師個人の専門職業人としての信条に反する行動を強制するもので

はない。 

 ＊絶対的無輸血:患者の意思を尊重し､たとえいかなる事態になっても輸血をしないという

立場･考え方。 

 ＊相対的無輸血:患者の意思を尊重して可能な限り無輸血治療に努力するが､｢輸血以外に救

命手段がない｣事態に至ったときには､輸血をするという立場･考え方。 

4.治療拒否の制限 

 感染症法の定める一類･二類･三類･四類･五類感染症､新型インフルエンザ等の感染症、指

定感染症､新感染症については､患者の治療拒否は制限される。 

 

Ⅶ 臨床現場における倫理的問題に関する解決のための体制 

 1.臨床倫理現場で倫理的な問題が発生した場合､各部署で関係者を招集して検討会を開催

し､対策を実施する。 

 2.自部署で解決が困難な事例は､｢倫理委員会｣へ相談依頼をする。 

 1)緊急性のあるもの 

 ・職場責任者が窓口となり､倫理委員長に相談し関係部署と連携し対応する｡必要時､医療

安全管理者､感染管理者などと連携を図る。 

 ・休日､夜間などの場合､担当主科だけでなく､複数の診療科､職種を交えて患者の最善の利

益について話し合い方針を決定する。 

 2)緊急性がないもの 

 ・倫理委員会に検討を依頼する。 

 3.倫理委員会による直接的なフィードバックを行う。 

 主治医､部署はカンファレンスの内容を参考に対策を実施する。 

 4.倫理コンサルテーションの結果は倫理委員会で報告される。 
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Ⅷ 臓器提供を含む脳死判定 

 臓器提供を含む脳死判定においては､｢臓器の移植に関する法律｣(平成21年7月改正)および

｢｢臓器の移植に関する法律｣の運用に関する指針(ガイドライン)」(平成24年5月一部改正)

を遵守し､｢法的脳死判定マニュアル｣(厚生労働省､平成22年度)、｢臓器提供施設マニュア

ル｣(厚生労働省､平成22年度)を参照し､当院の脳死判定委員会が示すマニュアル(｢市立奈

良病院 脳死判定･臓器摘出マニュアル｣(平成22年9月)に則って倫理的な配慮を行う。 

 

1.倫理的配慮と対応 

 医師は､家族の心理状態･それぞれの思いを十分把握した上で､移植ネットワークに連絡

し、医療者は移植コーデイネータの話をきけるよう家族を支援する｡医療者は､移植コーデ

イネータが慎重に意思確認を進める中で､家族の気持ちが変化した場合はどの段階でも撤

回ができることを念頭に対応する｡一方､患者に対してはたとえ脳死状態であっても尊厳を

もって対応する態度が求められる。 

 以下に示す内容は慎重に対応すべき内容であり､移植医療の透明性と公平性の確保､ドナ－

およびドナー家族のプライバシー保護の両立､虐待児童と知的障害者等の保護のため積極

的に関与する。 

 

 1)児童に対し虐待が行われた疑いがあるかどうかに配慮し､虐待を受けた児童が死亡した

場合に当該児童から臓器が提供されることのないように適切な措置を講ずる｡その疑い

がある場合には､虐待防止委員会･倫理委員会で検討し､その結果に基づいて対処する。 

 2)患者が知的障害者等の臓器提供に関する有効な意思表示が困難となる障害を有する者で

あることかどうかに配慮し､当該の障害を有するものであることが判明した場合におい

ては、年齢にかかわらず､当面､その者からの職器摘出は見合わせる。 

 

Ⅸ 生殖医療 

  当院では生殖補助医療は行っていない｡出生前診断について希望があった場合は､検査を

しているセカンドオピニオンを紹介する。 

 

Ｘ 人工妊娠中絶 

 当院における人工妊娠中絶の適応は､｢母体保護法｣(平成23年6月改正)の第十四条｢一 妊娠

の継続又は分娩が身体的又は経済的理由により母体の健康を著しく害するおそれのあるも

の」｢二 暴行若しくは脅迫によって又は抵抗若しくは拒絶することができない間に姦淫さ

れて妊娠したもの｣に基づく場合のみとなる｡実施に対しては､中絶が選ばれるやむを得な

い事情を持つ場合があり､当事者の心理的葛藤にも配慮しなければならない｡医療者は､心

療内科医師や臨床心理士のサポートが継続的に受けられるように調整をはかる。 

 

Ⅺ 人を対象とする研究 

 先端医療を含めた人を対象とする基礎･臨床研究を行う際には､「医師の職業倫理指針｣(日

本医師会､平成28年10月改訂)、｢人を対象とする医学系研究に関する倫理指針｣(平成26年

12月22日公布､平成27年4月1日施行､平成29年2月28日一部改正)､ヘルシンキ宣言(1964年採

択､2013年フオルタレザ総会改訂)に沿って､研究者の立場に立つ専門職業人として行動す

る。 

 なお､以下に定める基本原則にない事については､上記3つの指針を参照とする 

 

1.意思決定能力のある患者 

 1)研究の対象となる者(以下｢対象者｣)の安全･福利･権利への配慮は､研究の利益および社会

の利益への配慮よりも優先される。 
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2)個々の対象者について､予想される危険を正当化しうる利益があることを確認したうえで

なければ､研究を実施してはならない｡研究の利益と危険性は､独立性をもつので､適正に構

成された委員会によって評価されなければならない。 

3)対象者には､研究参加の自発性を確保するために､研究への参加に対する報酬が払われて

はならない｡また､研究において用いられる身体の一部とその情報を有償の取引の対象にし

てはならない｡ただし､参加あるいは保存､加工､輸送などに要する経費の授受は正当な範囲

内で認められる。 

4)対象者には､研究の意義､研究に参加しない場合の取り扱われ方、目的､予想される利益と

危険性､安全性および個人情報の保護の方法､参加拒否と同意を撤回する自由な  どの必要

事項について､医師は､あらかじめ十分説明し､対象者が理解して判断するために必要な時

間を与えなければならない。 

5)対象者の自発的意思による明示の同意がなければ､研究の対象としてはならない。 

6)研究に参加することで対象者に健康被害が生じた場合には､過失の有無にかかわらず、ま

た因果関係の証明はなくても､必要かつ最善の医療を提供しなければならない。 

 

2.意思決定能力が損なわれている患者 

 意思決定能力が病気や薬剤によって損なわれている患者に基礎･臨床研究を行う際には、

医師は､家族等･代理判断者の意思を尊重し､同意を得られた場合に限り、「医師の職業倫

理指針｣（日本医師会､平成30年10月改訂)に準じて行動する。 

 

3.生体材料及び摘出臓器･組織材料の取り扱い 

 1)剖検により得られる､ないしは既に保存されていた患者の各種生体材料を用いた医療者に

よる基礎･臨床研究は､倫理委員会で評価し承認された上で行う。2)倫理委員会は､原則と

して｢人を対象とする医学系研究に関する倫理指針｣(平成26年12月22日公布､平成27年4月

1日施行､平成29年2月28日一部改正)の規定に沿って当該研究を評価･承認する。 

 

4.公表 

 臨床研究によって得られた結果についての発表に際し､被験者の名前等が公表されること

ないよう､被験者のプライバシー保護には十分配慮する｡なお、｢市立奈良病院個人情報保

護管理規定｣を参照する。 

 ＜注釈＞本文中に用いられた｢家族等｣とは､法的な意味での親族だけでなく､患者が信頼を

寄せている人を含む。 
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資料 

 Ａ リスボン宣言(患者の権利に関する世界医師会､1981年採択､1995年改訂、 

2005年改訂）日本医師会訳 

序文 

 医師､患者およびより広い意味での社会との関係は､近年著しく変化してきた｡医師は､常に

自らの良心に従い､また常に患者の最善の利益のために行動すべきであると同時に､それと

同等の努力を患者の自律性と正義を保証するために払わねばならない｡以下に掲げる宣言

は､医師が是認し推進する患者の要な権利のいくつかを述べたものである｡医師および医療

従事者､または医療組織は､この権利を認識し､擁護していくうえで共同の責任を担ってい

る｡法律、政府の措置､あるいは他のいかなる行政や慣例であろうとも､患者の権利を否定す

る場合には､医師はこの権利を保障ないし回復させる適切な手段を講じるべきである。 

 

原則 

1.良質の医療を受ける権利 

 ａ すべての人は､差別なしに適切な医療を受ける権利を有する。 

 ｂ すべての患者は､いかなる外部干渉も受けずに自由に臨床上および倫理上の判断を行う

ことを認識している医師から治療を受ける権利を有する。 

 ｃ 患者は､常にその最善の利益に即して治療を受けるものとする｡患者が受ける治療は、一

般的に受け入れられた医学的原則に沿って行われるものとする。 

 ｄ 質の保証は､常に医療のひとつの要素でなければならない｡特に医師は､医療の質の 

   擁護者たる責任を担うべきである。 

 ｅ 供給を限られた特定の治療に関して､それを必要とする患者間で選定を行わなければな

らない場 合は､そのような患者はすべて治療を受けるための公平な選択手続きを受ける

権利がある｡その選択は､医学的基準に基づき､かつ差別なく行われなければならない。 

 ｆ 患者は､医療を継続して受ける権利を有する｡医師は､医学的に必要とされる治療を行う

にあたり､同じ患者の治療にあたっている他の医療提供者と協力する責務を有する。医

師は､現在と異なる治療を行うために患者に対して適切な援助と十分な機会を与えるこ

とができないならば､今までの治療が医学的に引き続き必要とされる限り､患者の治療を

中断してはならない。 

 

2.選択の自由の権利 

 ａ 患者は､民間､公的部門を問わず､担当の医師､病院､あるいは保健サービス機関を 

   自由に選択し､また変更する権利を有する。 

 ｂ 患者はいかなる治療段階においても､他の医師の意見を求める権利を有する。 

 

3．自己決定の権利 

 ａ 患者は、自分自身に関わる自由な決定を行うための自己決定の権利を有する｡医師は、

患者に対してその決定のもたらす結果を知らせるものとする。 

 ｂ 精神的に判断能力のある成人患者は､いかなる診断上の手続きないし治療に対しても、

同意を与えるかまたは差し控える権利を有する｡患者は自分自身の決定を行ううえで必

要とされる情報を得る権利を有する｡患者は､検査ないし治療の目的､その結果が意味す

ること､そして同意を差し控えることの意味について明確に理解するべきである。 

 ｃ 患者は医学研究あるいは医学教育に参加することを拒絶する権利を有する。 

 

4.意識のない患者 

 ａ 患者が意識不明かその他の理由で意思を表明できない場合は､法律上の権限を有す 

   る代理人から､可能な限りインフォームド･コンセントを得なければならない。 
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 ｂ 法律上の権限を有する代理人がおらず､患者に対する医学的侵襲が緊急に必要とさ 

   れる場合は、患者の同意があるものと推定する｡ただし､その患者の事前の確固たる意思

表示あるいは信念に基づいて､その状況における医学的侵襲に対し同意を拒絶すること

が明白かつ疑いのない場合を除く。 

 ｃ しかしながら､医師は自殺企図により意識を失っている患者の生命を救うよう常に努力

すべきである 

 

5.法的無能力の患者 

 ａ 患者が未成年者あるいは法的無能力者の場合､法域によっては､法律上の権限を有 

   する代理人の同意が必要とされる｡それでもなお､患者の能力が許す限り､患者は意思決

定に関与しなければならない。 

 ｂ 法的無能力の患者が合理的な判断をしうる場合､その意思決定は尊重されねばならず、

かつ患者は法律上の権限を有する代理人に対する情報の開示を禁止する権利を有する。 

 ｃ 患者の代理人で法律上の権限を有する者､あるいは患者から権限を与えられた者が、医

師の立場から見て､患者の最善の利益となる治療を禁止する場合､医師はその決定に対し

て､関係する法 的あるいはその他慣例に基づき､異議を申し立てるべきである｡救急を要

する場合､医師は患者の最善の利益に即して行動することを要する。 

 

6.患者の意思に反する処置 

 患者の意思に反する診断上の処置あるいは治療は､特別に法律が認めるか医の倫理の諸原

則に合致する場合には､例外的な事例としてのみ行うことができる。 

 

7.情報に対する権利 

 ａ 患者は､いかなる医療上の記録であろうと､そこに記載されている自己の情報を受ける権

利を有し､また症状についての医学的事実を含む健康状態に関して十分な説明を受ける

権利を有する。しかしながら､患者の記録に含まれる第三者についての機密情報は､その

者の同意なくしては患者に与えてはならない。 

 ｂ 例外的に､情報が患者自身の生命あるいは健康に著しい危険をもたらす恐れがあると信

ずるべき十分な理由がある場合は､その情報を患者に対して与えなくともよい。 

 ｃ 情報は､その患者の文化に適した方法で､かつ患者が理解できる方法で与えられなければ

ならない。 

 ｄ 患者は､他人の生命の保護に必要とされていない場合に限り､その明確な要求に基づき情

報を知らされない権利を有する。 

 ｅ 患者は､必要があれば自分に代わって情報を受ける人を選択する権利を有する。 

 

8.守秘義務に対する権利 

 ａ 患者の健康状態､症状､診断､予後および治療について個人を特定しうるあらゆる情報、

ならびにその他個人のすべての情報は､患者の死後も秘密が守られなければならない｡た

だし､患者の子孫には、自らの健康上のﾘｽｸに関わる情報を得る権利もありうる。 

 ｂ 秘密情報は､患者が明確な同意を与えるか､あるいは法律に明確に規定されている場合に

限り開示することができる｡情報は､患者が明らかに同意を与えていない場合は、厳密に

｢知る必要性」に基づいてのみ赴他の医療提供者に開示することができる。 

 ｃ 個人を特定しうるあらゆる患者のデータは保護されねばならない｡データの保護のため

に､その保管形態は適切になされなければならない｡個人を特定しうるデータが導き出せ

るようなその人の人体を形成する物質も同様に保護されねばならない。 

 

9.健康教育を受ける権利 

 すべての人は､個人の健康と保健サービスの利用について､情報を与えられたうえでの選択
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が可 能となるような健康教育を受ける権利がある｡この教育には､健康的なライフスタイル

や､疾病の予防および早期発見についての手法に関する情報が含まれていなければならな

い｡健康に対するすべての人の自己責任が強調されるべきである｡医師は教育的努力に積極

的に関わっていく義務がある。 

 

10.尊厳に対する権利 

 ａ 患者は､その文化および価値観を尊重されるように､その尊厳とプライバシーを守る権利

は､医療と医学教育の場において常に尊重されるものとする。 

 ｂ  患者は､最新の医学知識に基づき苦痛を緩和される権利を有する。 

ｃ  患者は､人間的な終末期ケアを受ける権利を有し､またできる限り尊厳を保ち､かつ安楽

に死を迎えるためのあらゆる可能な助力を与えられる権利を有する。 

 

11.宗教的支援に対する権利 

  患者は､信仰する宗教の聖職者による支援を含む､精神的､道徳的慰問を受けるか受けない

かを決める権利を有する｡ 

 

Ｂ 医の倫理綱領(日本医師会､2000年） 

  医師および医療は､病める人の治療はもとより､人びとの健康の維持もしくは増進を図る

もので､医師は責任の重大性を認識し､人類愛を基にすべての人に奉仕するものである。 

 1．医師は生涯学習の精神を保ち､つねに医学の知識と技術の習得に努めるとともに､その

進歩･発展に尽くす。 

 2．医師はこの職業の尊厳と責任を自覚し､教養を深め､人格を高めるように心掛ける。 

 3．医師は医療を受ける人々の人格を尊重し､やさしい心で接するとともに､医療内容につ

いてよく説明し､信頼を得るように努める。 

 4．医師は互いに尊敬し､医療関係者と協力して医療に尽くす。 

 5．医師は医療の公共性を重んじ､医療を通じて社会の発展に尽くすとともに､法規範の遵

守および法秩序の形成に努める。 

 6．医師は医業にあたって営利を目的としない。 

 

Ｃ 看護者の倫理綱領(日本看護協会､2003年） 

 1.看護者は､人間の生命､人間としての尊厳及び権利を尊重する。 

 2.看護者は､国籍､人種､民族､宗教､信条､年齢､性別及び性的指向､社会的地位、 

   経済的状態､ライフスタイル､健康問題の性質にかかわらず､対象となる人々に平等 

   に看護を提供する。 

 3.看護者は､対象となる人々との間に信頼関係を築き､その信頼関係に基づいて看護を提供

する。 

 4.看護者は人の知る権利及び自己決定の権利を尊重し､その権利を擁護する。 

 5.看護者は､守秘義務を遵守し､個人情報の保護に努めるとともに､これを他者と共有 

   する場合は､適切な判断のもとに行う。 

 6.看護者は､対象となる人々への看護が阻害されているときや危険にさらされているとき

は､人々を保護し安全を確保する。 

 7.看護者は、自己の責任と能力を的確に認識し､実施した看護について個人としての 

   責任を持つ。 

 8.看護者は､常に､個人の責任として継続学習による力の維持･開発に努める。 

 9.看護者は､他の看護者及び保健医療福祉関係者とともに協働して看護を提供する。 

10.看護者は､より質の高い看護を行うために､看護実践､看護管理､看護教育､看護 

    教育の望ましい基準を設定し､実施する。 

11.看護者は､研究や実践を通して専門的知識･技術の創造と開発に努め､看護学の 
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   発展に寄与する。  

12.看護者は､より質の高い看護を行うために､看護者自身の心身の健康の保持増進 

   に努める。 

13.看護者は､社会の人々の信頼を得るように､個人としての品行を常に高く維持す 

  る。 

14.看護者は､人々がより良い健康を獲得していくために､環境の問題について社会と 

  責任を共有する。 

15.看護者は､専門職組織を通じて､看護の質を高めるための制度の確立に参画し、 

  より良い社会づくりに貢献する。 

 

Ｄ Do Not Attempt Resuscitation(DNAR)指示のあり方についての勧告  日本集中治療医学

会 2016/12/20 

1.DNAR指示は心停止時のみに有効である。心肺蘇生不開始以外は集中治療室入室を含めて通

常の医療・看護については別に議論すべきである（注1）     

2.DNAR指示と終末期医療は同義ではない。DNAR指示に関わる合意形成と終末期医 療実践の

合意形成はそれぞれ別個に行うべきである（注2）。 

3.DNAR指示に関わる合意形成は終末期医療ガイドラインに準じて行うべきである（注3）。 

4.DNAR指示の妥当性を患者と医療・ケアチームが繰り返して話合い評価すべきである 

（注4）。 

5.Partial DNAR指示は行うべきではない（注5）。 

6.DNAR指示は日本版POLST - Physician Orders for Life Sustaining Treatment - (DNAR指

示を含む)「生命を脅かす疾患に直面している患者の医療処置（蘇生処置を含む）に関する医

師による指示書」に準拠して行うべきではない（注6） 

7.DNAR指示の実践を行う施設は、臨床倫理を扱う独立した病院倫理委員会を設置するよう推

奨する（注7）。 

 

注1：心停止を「急変時」の様な曖昧な語句にすり変えるべきではない。DNAR指示のもとに心

肺蘇生以外の酸素投与、気管挿管、人工呼吸器、補助循環装置、血液浄化法、昇圧薬、抗不

整脈薬、抗菌薬、輸液、栄養、鎮痛・鎮静、ICU入室など、通常の医療・看護行為の不開始、

差し控え、中止を自動的に行ってはいけない。 

 

注2：終末期医療における治療の不開始、差し控え、中止に、心停止時に心肺蘇生を行わない

（DNAR）選択が含まれることもある。しかし、DNAR指示が出ている患者に心肺蘇生以外の治

療の不開始、差し控え、中止を行う場合は、改めて終末期医療実践のための合意形成が必要

である。各施設倫理委員会がDNAR指示と終末期医療に関する指針（マニュアル）を明確に分

離して作成することを強く推奨する。 

 

注3：厚生労働省「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」、あ

るいは日本集中治療医学会・日本救急医学会・日本循環器学会「救急・集中治療における終

末期医療に関するガイドライン～3学会からの提言～」の内容を忠実に踏襲すべきである。 

 

注4：DNAR指示は患者が終末期に到る前の早い段階に出される可能性がある。このため、その

妥当性を繰り返して評価し、その指示に関与する全ての者の合意形成をその都度行うべきで

ある。 

 

注5：Partial DNAR指示は心肺蘇生内容をリストとして提示し、胸骨圧迫は行うが気管挿管は
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施行しない、のように心肺蘇生の一部のみを実施する指示である。心肺蘇生の目的は救命で

あり、不完全な心肺蘇生で救命は望むべくもなく、一部のみ実施する心肺蘇生はDNAR指示の

考え方とは乖離している。 

 

注6：日本版POLST (DNAR指示を含む)は日本臨床倫理学会が作成し公表している。POLSTは米

国で使用されている生命維持治療に関する医師による携帯用医療指示書である。急性期医療

領域で合意形成がなく、十分な検証を行わずに導入することに危惧があり、DNAR指示を日本

版POLSTに準じて行うことを推奨しない。 

 

注7：日本集中治療医学会倫理委員会が評議員を対象に施行した「臨床倫理に関する現状調

査」では、臨床倫理を扱う独立した倫理委員会が設置されている施設は67.1％である。DNAR

指示は臨床倫理の重要課題であり、終末期医療の実践とともにDNAR指示を日常臨床で行う施

設は独立した臨床倫理委員会を設置するよう推奨する。 

 

Ｅ その他 

1 医師の職業倫理指針（日本医師会 平成30年10月改訂） 

2 人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成29年2月28日一部改正） 

3 ヒトゲノム･遺伝子解析研究に関する倫理指針（文部科学省､厚生労働省､経済産業省､平成

13年3月29日策定､平成29年2月28日一部改正） 

4 人生の最終段階における医療･ケアの決定プロセスに関するガイドライン（平成30年3月改

訂） 

5 薬剤師行動規範(日本薬剤師協会､平成30年1月改訂） 

 改正・改訂履歴：2021年7月6日 医の倫理綱領追加、治療の差し控えと中止 追加 

  2023年2月6日 DNARガイドライン追加 
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